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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第121期

中間連結会計期間

第122期

中間連結会計期間
第121期

会計期間
自 2024年４月１日

至 2024年９月30日

自 2025年４月１日

至 2025年９月30日

自 2024年４月１日

至 2025年３月31日

売上高 (百万円) 8,157 7,918 16,933

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 75 △99 267

親会社株主に帰属する中間（当期）純損
失（△）

(百万円) △128 △33 △230

中間包括利益又は包括利益 (百万円) △145 △36 13

純資産額 (百万円) 9,480 9,518 9,639

総資産額 (百万円) 19,795 23,020 22,221

１株当たり中間(当期)純損失（△） (円) △40.01 △10.33 △71.70

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 46.1 39.7 41.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △229 437 142

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △710 △2,179 △1,474

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 237 1,370 820

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 2,717 2,536 2,908
 

(注) １. 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
２. 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間においては、水道事業体のダクタイル鋳鉄管の発注量が全国的に前年度同様低調に推移して

おり、加えて部品仕入価格や資材価格、人件費等の諸経費の上昇も続いており、収益を大きく圧迫する要因となっ

ています。そのため、販売価格への転嫁やコスト削減の積上げなどの企業努力により収益の確保に努めております

が、当期につきましては、前年同期比減収減益となりました。

 

上下水道の老朽化に伴う更新需要はあるものの、業界全体の生産設備が過剰な状態にある環境下において、当社

と株式会社クボタ（以下クボタ）は、2025年３月27日に決定・公表いたしました通り、生産設備を再編し、クボタ

の京葉工場で生産している小口径のダクタイル鉄管（直管）の完成品及び半完成品をOEM供給する製造合弁会社（当

社の子会社として、久喜工場のダクタイル鉄管（直管）の製造部門を分社）の設立に向けて、生産能力の増強に係

る投資（約27億円）を現在進めております。

現下の厳しい環境において、コスト低減等の当社の企業努力に加え、お客様にご理解いただきながら販売価格の

改定を進め、収益の改善を図ってまいります。

 
2025年７月に発表いたしました、中期経営計画の方針である「生活基盤の平穏と更なる進化のため、あらゆる技

術を築き磨く」ための取り組み、すなわちインフラに携わる企業として、管の製造・販売のみならず、管路整備サ

イクル一周すべてに関わるビジネスモデルを目指してまいります。具体的には、さや管推進工法での工事負荷を軽

減する部品「オセール」の拡販、プリセット接合工具「楽ちゃく」の新サイズへの拡大開発、スマートフォンやタ

ブレットでマンホール蓋のデータ収集・集計、自動編集できるDXソフト「だいさくくん」の販売促進、Fracta社と

のパートナーシップによるFracta-AI管路診断技術の普及促進などを行い、収益の拡大を図ってまいります。

また、カーボンニュートラルへの対応として、久喜工場に電気炉を導入し2025年７月に生産稼働を開始し、この

度10月より100%電気炉化を実現いたしました。2027年度には、当社製品の50%のCO2排出量削減（対2013年度）を目

指しております。

 
今後もESG経営を進め、継続的に発展していく企業を目指し、環境変化に柔軟かつ迅速に対応できる企業体質の強

化を引き続き推し進めてまいります。

 
当中間連結会計期間の経営成績は以下のとおりとなっております。

 
売上高につきましては、水道事業体の管路布設向け鋳鉄管発注量の減少影響を受ける中、受注量の確保と販売価

格の改善に努めたものの、前年同期比では２億39百万円（前年同期比△2.9％）減少し、79億18百万円となりまし

た。

収益につきましては、売上高が減少したことに加え、電気炉の試運転に伴う一過性の費用等により、営業損益は

１億77百万円減少の１億10百万円の損失となり、経常損益は１億75百万円減少の99百万円の損失となりました。

親会社株主に帰属する中間純損益は、前年同期に電気炉建設のための既設撤去費用等96百万円を特別損失として

計上した一方、当期は製造合弁会社設立準備に伴う受取精算金として特別利益に１億65百万円を計上したこと等に

より、95百万円増加し33百万円の損失となりました。

 
引き続き、皆様のご期待に添えるような企業運営に努め、安定利益の確保に向けて、一層努力してまいりますの

で、ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
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ダクタイル鋳鉄関連

当中間連結会計期間の売上高につきましては、水道事業体の管路布設向け鋳鉄管発注量の減少影響を受け、前年

同期と比べ１億71百万円（前年同期比△2.4％）減少し、68億87百万円となりました。

セグメント利益又は損失につきましては、売上高の減少に加え、電気炉の試運転に伴う一過性の費用等により、

前年同期と比べ１億26百万円減少し、１億74百万円のセグメント損失となりました。

 
樹脂管・ガス関連

当中間連結会計期間の売上高につきましては、子会社のリサイクル事業等の売上高が減少したことにより、前年

同期と比べ67百万円（前年同期比△6.2％）減少し、10億31百万円となりました。

セグメント利益又は損失につきましては、子会社のリサイクル事業等の売上高の減少に加え、人件費等の諸経費

の上昇等により、前年同期と比べ48百万円（前年同期比△42.7％）減少し、64百万円のセグメント利益となりまし

た。

 

当中間連結会計期間の総資産は、230億20百万円と前連結会計年度末と比べ７億98百万円増加しました。

これは主に、流動資産の「受取手形及び売掛金」が55百万円、「商品及び製品」が４億89百万円、「原材料及び

貯蔵品」が58百万円、有形固定資産の「機械装置及び運搬具（純額）」が11億92百万円増加する一方、「現金預

金」が３億71百万円、「電子記録債権」が５億84百万円、「仕掛品」が12百万円それぞれ減少したこと等によるも

のであります。

負債合計は、135億１百万円と前連結会計年度末と比べ９億19百万円増加しました。

これは主に、流動負債の「支払手形及び買掛金」が３億94百万円、「短期借入金」が15億円、固定負債の「その

他」が５億82百万円増加した一方で、「電子記録債務」が１億53百万円、流動負債の「その他」に含まれる「未払

金」が13億15百万円減少したこと等によるものであります。

純資産合計は、95億18百万円と前連結会計年度末と比べ１億21百万円減少しました。

これは主に、配当金の支払による減少が80百万円あったことに加え、「親会社株主に帰属する中間純損失」を33

百万円計上したこと等によるものであります。

 
 

（2） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、25億36百万円と前連結会計年

度末に比べて３億71百万円（前年同期比△12.8％）の減少となりました。

 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、４億37百万円(前年同中間連結会計期間は２億29百万円の減少)となりました。こ

れは主に、増加要因としての減価償却費３億96百万円、売上債権の減少額５億28百万円があった一方、減少要因と

しての棚卸資産の増加額５億35百万円あったこと等によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、21億79百万円(前年同中間連結会計期間は７億10百万円の減少)となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出22億96百万円があったこと等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、13億70百万円(前年同中間連結会計期間は２億37百万円の増加)となりました。

これは主に、配当金の支払による支出80百万円があった一方、短期借入金の純増加額15億円があったこと等によ

るものであります。

 
 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の優先的に対処すべき事業上及び財務

上の課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
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(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は45百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 
(5) 主要な設備

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備について稼働したものは以下のと

おりであります。

 
 

会社名
 

事業所名(所在地) セグメントの名称 設備の内容 稼働年月

日本鋳鉄管株式会社
（注）

久喜工場
（埼玉県久喜市）

ダクタイル鋳鉄関
連

電気炉及び関連付
帯設備

2025年
７月

 

（注） 上記の設備は、2026年12月を目途に株式会社クボタとの製造合弁新会社に承継する予定であります。

 
 
３ 【重要な契約等】

2024年４月１日前に締結されたローン契約については、「企業内容等の開示に関する内閣府令及び特定有価証券の

内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」附則第３条第４項により記載を省略しておりま

す。　　　　　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,800,000

計 12,800,000
 

　　

② 【発行済株式】

 

 
種類

 

中間会計期間末

現在発行数(株)

(2025年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(2025年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

 

普通株式 3,293,074 3,293,074
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株で

あります。

計 3,293,074 3,293,074 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

（千株）

発行済株式

総数残高

（千株）

資本金増減額

 

（百万円）

資本金残高

 

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

2025年９月30日 ─ 3,293 ─ 1,855 ─ 264
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 960 29.88

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目５－20 333 10.37

株式会社Ｗ不動産 東京都港区港南１丁目８－15 60 1.87

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 59 1.86

高城裕
（常任代理人　三田証券株式会社）

ＷＡＴＴＡＮＡ，ＢＡＮＧＫＯＫ　１０
１１０　ＴＨＡＩＬＡＮＤ
（東京都中央区日本橋兜町３－11）

35 1.09

中田勇 東京都練馬区 28 0.87

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　株式会社日本カストディ銀
行）

東京都千代田区大手町１丁目５番５号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

27 0.85

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 26 0.83

日本鋳鉄管従業員持株会 埼玉県久喜市菖蒲町昭和沼１番地 21 0.66

村瀬充 北海道函館市 20 0.63

計 ― 1,571 48.90
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　　   　2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ─

議決権制限株式（その他） ― ― ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 80,000
 

― ─

完全議決権株式（その他）
普通株式

31,993
単元株式数は100株であり

ます。3,199,300

単元未満株式
普通株式

― ─
13,774

発行済株式総数 3,293,074 ― ―

総株主の議決権 ― 31,993 ―
 

（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含ま

れております。

　２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

 

 
② 【自己株式等】

   2025年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

日本鋳鉄管株式会社

埼玉県久喜市菖蒲町昭和

沼１番地
80,000 ― 80,000 2.4

計 ― 80,000 ― 80,000 2.4
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,908 2,536

  受取手形及び売掛金 3,047 3,102

  電子記録債権 3,362 2,778

  商品及び製品 2,571 3,060

  仕掛品 699 686

  原材料及び貯蔵品 600 659

  その他 202 274

  貸倒引当金 △61 △57

  流動資産合計 13,330 13,042

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具 15,561 16,979

    減価償却累計額 △14,430 △14,655

    機械装置及び運搬具（純額） 1,131 2,323

   土地 3,163 3,163

   その他 10,377 10,348

    減価償却累計額 △7,424 △7,517

    その他（純額） 2,952 2,830

   有形固定資産合計 7,247 8,318

  無形固定資産 469 431

  投資その他の資産 *1  1,173 *1  1,228

  固定資産合計 8,891 9,978

 資産合計 22,221 23,020

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 765 1,160

  電子記録債務 2,362 2,209

  短期借入金 3,550 5,050

  未払法人税等 71 77

  賞与引当金 161 166

  その他 2,257 841

  流動負債合計 9,168 9,505

 固定負債   

  長期借入金 2,000 2,000

  役員退職慰労引当金 45 45

  退職給付に係る負債 17 18

  負ののれん 9 6

  その他 1,341 1,924

  固定負債合計 3,413 3,995

 負債合計 12,582 13,501
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,855 1,855

  資本剰余金 264 264

  利益剰余金 6,359 6,246

  自己株式 △106 △106

  株主資本合計 8,374 8,261

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 33 46

  退職給付に係る調整累計額 871 842

  その他の包括利益累計額合計 905 889

 非支配株主持分 359 367

 純資産合計 9,639 9,518

負債純資産合計 22,221 23,020
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(2) 【中間連結損益及び包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 8,157 7,918

売上原価 6,835 6,729

売上総利益 1,322 1,188

販売費及び一般管理費 *1  1,255 *1  1,299

営業利益又は営業損失（△） 66 △110

営業外収益   

 貸倒引当金戻入額 2 5

 設備賃貸料 2 2

 受取賃貸料 4 1

 作業くず売却益 6 6

 受取精算金 － *2  22

 その他 13 12

 営業外収益合計 29 50

営業外費用   

 支払利息 17 36

 支払手数料 0 0

 設備賃貸費用 1 2

 その他 0 0

 営業外費用合計 20 39

経常利益又は経常損失（△） 75 △99

特別利益   

 固定資産売却益 3 0

 受取精算金 － *2  165

 特別利益合計 3 165

特別損失   

 固定資産除却損 96 1

 特別損失合計 96 1

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

△17 63

法人税、住民税及び事業税 82 63

法人税等調整額 16 21

法人税等合計 98 85

中間純損失（△） △115 △21

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △128 △33

非支配株主に帰属する中間純利益 12 12

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1 13

 退職給付に係る調整額 △28 △29

 その他の包括利益合計 △30 △15

中間包括利益 △145 △36

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △158 △49

 非支配株主に係る中間包括利益 12 12
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

△17 63

 減価償却費 238 396

 負ののれん償却額 △2 △2

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △4

 受取利息及び受取配当金 △1 △2

 支払利息 17 36

 売上債権の増減額（△は増加） 97 528

 棚卸資産の増減額（△は増加） 146 △535

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 0

 仕入債務の増減額（△は減少） △689 231

 賞与引当金の増減額（△は減少） 0 5

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 0

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △8 △33

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △17 1

 退職給付費用 △28 △29

 固定資産除売却損益（△は益） 92 △1

 未払消費税等の増減額（△は減少） 53 151

 受取精算金 － △187

 その他 △24 △103

 小計 △135 514

 利息及び配当金の受取額 1 2

 利息の支払額 △17 △53

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △77 △61

 精算金の受取による収入 － 36

 営業活動によるキャッシュ・フロー △229 437

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △630 △2,296

 有形固定資産の売却による収入 4 20

 有形固定資産の除却による支出 － △27

 無形固定資産の取得による支出 △84 △42

 
有形固定資産の除却に係る精算金の受取による
収入

－ 166

 投資活動によるキャッシュ・フロー △710 △2,179

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △0 －

 配当金の支払額 △141 △80

 短期借入金の純増減額（△は減少） 400 1,500

 リース債務の返済による支出 △16 △44

 非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

 その他 △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 237 1,370

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △701 △371

現金及び現金同等物の期首残高 3,419 2,908

現金及び現金同等物の中間期末残高 *1  2,717 *1  2,536
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【注記事項】

 

(追加情報)

（表示方法の変更）

（中間連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「有形固定資産」の「その他（純額）」に含めていた「機械装置及び運搬具（純額）」

は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「有形固定資産」の「その他（純額）」に表示していた40

億83百万円は、「機械装置及び運搬具（純額）」11億31百万円、「その他（純額）」29億52百万円として組み替えて

おります。

 
 
 
(中間連結貸借対照表関係)

 

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

投資その他の資産 7 百万円 7 百万円
 

 
 
 
 

 

(中間連結損益及び包括利益計算書関係)

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
 至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
 至 2025年９月30日)

運送費 200 百万円 187 百万円

給料手当 399 〃 409 〃

賞与引当金繰入額 71 〃 64 〃

退職給付費用 2 〃 0 〃

役員退職慰労引当金繰入額 7 〃 12 〃

貸倒引当金繰入額 1 〃 1 〃
 

 
 
 

※２　受取精算金の内容は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

当連結会計年度において、株式会社クボタとの製造合弁会社設立に関する契約に基づき、電気炉投資等に伴う

設備撤去に関する精算金を特別利益に1億65百万円、その他費用に関する精算金を営業外収益に22百万円計上し

ております。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2024年４月１日

至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 2025年４月１日

至 2025年９月30日)

現金及び預金 2,717 百万円 2,536 百万円

現金及び現金同等物 2,717 百万円 2,536 百万円
 

 

 
 
 
(株主資本等関係)

 

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

 
 １. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 141 44.00 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

 

 
２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

 
 １. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 80 25.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

 
２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】
 

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)
 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結損益

及び包括利益

計算書計上額

(注)２
 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
7,058 1,098 8,157 8,157 － 8,157

外部顧客への売上高 7,058 1,098 8,157 8,157 － 8,157

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 26 26 26 △26 －

計 7,058 1,125 8,184 8,184 △26 8,157

セグメント利益又は

損失（△）
△48 112 64 64 1 66

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額 １百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益及び包括利益計算書の営業損益と調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 
 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)
 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結損益

及び包括利益

計算書計上額

(注)２
 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
6,887 1,031 7,918 7,918 － 7,918

外部顧客への売上高 6,887 1,031 7,918 7,918 － 7,918

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 21 21 21 △21 －

計 6,887 1,052 7,940 7,940 △21 7,918

セグメント利益又は

損失（△）
△174 64 △110 △110 △0 △110

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額 △０百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益及び包括利益計算書の営業損益と調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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(収益認識関係)

 
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
 
 
(１株当たり情報)

 

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目

前中間連結会計期間

(自 2024年４月１日

至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 2025年４月１日

至 2025年９月30日)

 
１株当たり中間純損失（△）

 
 

 
 

△40円01銭 △10円33銭

(算定上の基礎)
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
親会社株主に帰属する中間純損失（△）

 
 

（百万円） △128 △33

 
普通株主に帰属しない金額

 

 
(百万円)

 
－ －

 
普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純損失（△）

 
 

 
(百万円)

 
△128 △33

 
普通株式の期中平均株式数

 

 
(千株)

 
3,213 3,213

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
　

２０２５年１１月１３日
　

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

　

取 締 役 会　　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人

東    京    事    務    所
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 中  村  裕  輔  業 務 執 行 社員  

 

 

指定有限責任社員  
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監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（２０２５年４月１日から２０２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の２０２５年９

月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、

結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ

とが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じ

させる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は

重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して

限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日

までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正

に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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